学校図書館班2003年度報告

LIPER学校図書館班メンバー

堀川照代、根本彰(以上、研究分担者)
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 1．基本認識と最初の計画

　2003年度、LIPER学校図書館班は、まず、2003年6月21日、7月27日、8月30日、9月27日に集まり、先行研究に関する情報･知識を共有し、新たな実態調査の必要性について意見交換を行った。

　その中で、学校図書館の見学の体験を共有し、学校図書館に関して議題を限定しない形での意見交換を行った上で、3年間の研究計画をたてることが適切として合意し、10月31日から11月1日に神奈川県にて合宿を行った。

　同日、厚木市立北小学校と厚木市立中原中学校の図書室の見学、センチュリー相模大野ホテルと玉川学園での議論とを経て、LIPER学校図書館班として、学校図書館および学校図書館職員について、次のような認識を共有することで合意した。

学校図書館の存在自体をどうとらえるかに関して、最も簡潔には次のような認識を共有する。学校図書館は単に学校に併設されている図書館と考えるのではなく、学校という教育機関のなかで学校の教育目標の達成に欠かせない図書館ととらえるべきである。したがって、それは、教授法や学習スタイル、学校図書館を基盤とした教育/学習活動との関連において論じられる。 

本研究プロジェクトでは、現行の司書教諭制度の上で議論するのではなく、望ましい学校図書館専門職を考えることとする。その望ましい学校図書館専門職として、学校図書館(室)、視聴覚資料、コンピュータなど、学校現場でこれまで情報/メディアに関わって設けられていた校務分掌を統合して担当する専門職を想定する。それを、本研究プロジェクトでは仮に、「学校内情報メディア専門家」と呼称する。 

　以上のような、学校図書館および学校図書館職員に関する基本認識を土台として、「学校内情報メディア専門家」の教育内容を提言する、できればカリキュラムまで考えることを目指して、次のように、大まかな研究計画をたて、合意した。

Ⅰ　2003年度の残る期間中に、「学校内情報メディア専門家」の可能性を探るべく、視聴覚教育･情報教育の研究の中心となっている教育工学分野の研究者と、総合学習を提唱している研究者から、意見聴取を行う。また、来年度以降、必要に応じて、および文部科学省の学校図書館関連施策担当者からの意見聴取を行う。また、全国学校図書館協議会および学校教材を作成しているNHKの関係者にも情報提供ほか協力を求めるべく、呼びかける。

Ⅱ　以下の3つの調査を行う。 

１）日本の現職の学校図書館担当者(司書教諭、学校司書)を対象とした、大規模のアンケート調査を2004年度に実施する。目的は、日本の学校図書館担当者の活動状況を把握すること、またこれまでの学校図書館の職員養成と学校現場の現状およびニーズとの間のギャップを明らかにすることである。調査項目は、学習履歴、現状の職務分析、学校内での学校図書館担当者の位置づけ、今後の学習に対する意識･意欲など。 

２）優れた活動を行っている学校図書館担当者対象のグループ･インタビューを2004年度に実施する。目的は、優れた活動を行っている学校図書館担当者の活動状況を把握し、そうした優れた実践を行っている担当者の意見をカリキュラム提言に反映させることである。質問項目としては、現在の仕事と資格取得のために学んだ知識とのギャップ、現在の仕事のために必要と感じる知識･スキル、学校図書館専門職の資格制度および職員養成制度の改革に関する意見など。 

３）司書教諭の養成に関する調査は、教育班に依頼する。 

 2．教育工学および総合学習の専門家へのインタビュー調査

　以上の決定に基づき、本年度は、以下のインタビュー調査を実施、実施後には意見交換を行い、さらに代表者が簡単なインタビュー記録を作成して、情報を共有した。

2003年12月15日午前、メディア教育開発センター所長 坂元昂氏 

2003年12月16日午後、大阪大学名誉教授 水越敏行氏 

2004年1月30日午前、国立教育政策研究所教育情報研究センター長 清水康敬氏 

2004年1月30日午後、聖心女子大学教授 永野和男氏 

2004年2月2日午後、玉川大学教授 山極隆氏 

　これらのインタビュー調査で、インタビュイーから共通して以下のような考えをうかがうことができた。

・現在(ないし近い将来)の学校にはメディアに関する専門的知識を持った人が不可欠である。 

・それは単なる技術者ではなく、メディアおよび情報の利用に関して指導をできる人物である。 

・だが、この財政緊縮の時代に、いくら時代または学校現場の要請とはいえ、新たな職種を設けることの困難さは日々実感するところである。よって、すでに学校図書館法に規定されている司書教諭が、時代の要請に合わせて発展し、十全に機能することとなれば、それは望ましいことであろう。そうした動きが図書館情報学分野から出てくるようであれば、教育工学分野からも応援をするつもりである。 

 3．実態調査の計画

　以上の点から今後の実態調査として下記の原則に従って行うこととした。

・先に述べたように、現行の学校図書館の職員制度を前提にするのではなく、あくまでも、理想的な「学校内情報メディア専門家」の構想及びその制度化、そして養成制度の設計という最終目標を明確に共有した上で、それを準備するために実態調査を行う。 

・その際に、すでに利用できる先行研究の成果と重複しないように配慮する。とくに、学校図書館職員制度の現状については軽く触れるにとどめる。 

・質問紙調査においては、学校図書館の関係者が学校によって、司書教諭、図書主任、学校司書等々多様であるため回答者を指定することが難しいので、学校における職務内容の実態を明らかにするにとどめる。 

・その代わり、活発な活動をしている司書教諭や学校司書に対してグループ･インタビューを通じて、職員制度、養成、研修などについての実態および意見の把握を行う。 

　2004年3月13日、同18日に、日本の現職の学校図書館担当者(司書教諭、学校司書)を対象とした、大規模アンケート調査のための調査票作成を行った。

　その際、東京電機大学助教授 黒沢学氏に社会調査の実施法および統計処理に関してレクチャーしてもらい、アンケート調査実施についてのプレテストの必要性が認識されたため、これを2回に分けて行うことにした。

　一つは、優れた活動を行っている学校図書館担当者を抽出して調査の質問事項に関して意見を問うもので、もう一つは調査対象校のなかから調査票自体のプレテストを行うものである。

　調査票は、学校図書館職員が行うと考えられる職務一覧を示して実際に行っている職務を問うものとした。

　この一覧表には、現在、学校図書館で一般的に実施されている業務だけでなく、これまでの議論から「学校内情報メディア専門家」として実施することが望まれるものも含めている。

　現在もこれらの作業を継続中であり、プレテストの質問票の送付は4月半ばに行う予定である。

　今後はプレテストの結果をもとにして大規模アンケート調査を実施し、結果をまとめる予定である。

　さらに、グループ･インタビューを実施し、研究の総まとめを行って、カリキュラムの提言へとつなげたい。

　2005年度以降には、可能であれば、モデル地域またはモデル校を設定して、LIPER学校図書館班の提言内容の一部を試験的に実施してみたいという意見がでている。
